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1．はじめに

近年、子ども家庭福祉を巡り議論が活発に
なってきている。特に社会的養護の分野にお
いての議論が活発になってきている。子ども
家庭福祉の分野においては、時代や社会状況
において、子どもに対する適切な関わり方に
おいての視点が変化してきているが、2016年
には厚生労働省の社会保障審議会児童部会

「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専
門委員会」において、「子ども家庭福祉の体

系の再構築が急務であるとの強い問題意識の
下、当該理念を実現するための方策を検討」
された1 ）。また、「子ども虐待事例の増加に
見られるように、子どもを取り巻く環境は急
速に変化し、制度が対応しきれない状況と
なっている。その限界を打破するため、新た
な子ども家庭福祉を構築することが急務であ
るとの認識の下、子どもを権利の主体とし、
その権利を養護するために、身近な場での養
育支援を中心にした新たな子ども家庭福祉に
関し、国・都道府県・市区町村の役割に加え、
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制度の全体像」が模索されている1 ）。
これに呼応して、2020年に「子ども家庭福

祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支
援を行う者の資格の在り方その他資質の向上
策に関するワーキンググループ」が発足され、
子ども家庭福祉分野で支援を行う者の専門性
の向上が必要不可欠であるとの認識のもと、
子ども家庭福祉分野の資格の在り方、研修・
人材養成の在り方、人事制度・キャリアパス
の在り方について、目指すべき方向性を議論
している。ここで、議論されたのは、主に資
格のあり方についてであり、「子ども家庭福
祉分野独特の専門性としては、子どもは自ら
意見表明することが難しい存在であることを
踏まえた権利擁護、子どもの発達を捉える視
点、子どもの自立を見通す視点、家庭全体を
見据えた虐待予防の視点、親子の分離などの
権利制限を伴う介入的ソーシャルワーク、家
庭裁判所をはじめとした少年保護機関等との
連携、家庭や学校など子どもを中心とした環
境に働きかけるソーシャルワーク、里親の養
成や里親家庭への支援」といった百花繚乱的
な子どもに関する技術及び権利ベースの支援
及び介入技法が求められている。そして、現
在も子ども家庭福祉にかかる新たな資格のカ
リキュラムや制度の立て付けについて議論さ
れている2 ） 。

上述のような経緯から、子ども家庭福祉に
ついて新たな資格や支援体制が急いで求めら
れているという現状がある。子ども家庭福祉
の分野において、当事者たる子どもにおいて
大きく地殻変動が起きている。これまで、当
事者は保護の対象にはなっても施策の決定プ
ロセスや意見表明の場が大きく制限されてい
た。しかし、2019年6月19日に成立した児童
虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法
等の一部を改正する法律（令和元年法律第 
46 号）附則第7条第4項において、子どもの

権利擁護の在り方について、施行後2年後ま
でに、検討し、必要な措置を講じるものとさ
れ、この法律を前提にした、子どもの権利擁
護に関する子どもが意見表明する権利の保障
を目的として、ワーキングチームが現在厚生
労働省内で設置されている。

本論では、急ピッチで進められる家族に対
する介入の現場である子ども家庭福祉におけ
る支援のあり方を「子どもの権利擁護に関す
るワーキングチーム」の議事録の中からその
議論を析出し、子どもの自己決定に専門家が
介入することでどのような支援体制が確立さ
れようとしているのかについて明らかにす
る。

2．  現状の日本における子どもの権利擁
護についての議論

本論で、「子どもの権利擁護に関するワー
キングチーム」の議事を分析対象とする論拠
は、日本において子ども家庭福祉に関する専
門職の体制において当事者参加が制度に実装
されようとしている様子が弁護士、社会福祉
士、精神保健福祉士、当事者団体、あるいは
大学教員といった様々な専門職間で議論され
ているからである。

これまで、日本は国連の勧告を児童虐待の
防止等に関する法律及び児童福祉法に反映し
てこなかったのに対して、形式的にではある
にせよ子どもの当事者参画を制度的に保障す
ることを前提に議論しているという意味で大
変に重要な位置づけをこのワーキングチーム
は担っている。その意味で、本ワーキンググ
ループは子ども家庭福祉の推進において重要
な意味を持っている。

また、ワーキングチームでは「子どもの最
善の利益とは何か」を各委員が各々の立場か
ら広範に議論し合っている。子ども家庭福祉
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のフィールドの中でもプリミティブな概念で
はあるが、根源的な概念である「子どもの最
善の利益」を本ワーキングチームが対象とす
るのは虐待に関する支援あるいは児童相談所
における介入型の支援やいわゆる「養護相談」
に収まらない様々な文脈として語らなければ
ならない必要性があるからである。それほど
に、現在の日本の子ども家庭福祉は黎明期に
あり、当事者である子どもの個別具体的なそ
れぞれの状況において意見表明の機会が保障
されていないということが逆説的に示されて
いる資料でもあるが、子どもの権利を一般的
に考察する上で本議事録は注目に値する。

ワーキングチームの喫緊の課題として、児
童虐待を専門職側（里親を含む）が支援する
上で当事者参加や意見表明を国連の勧告に歩
調を合わせるような形で議論しているのであ
る。着目すべきは、すべての子どもの最善の
利益とは何かということを通じて、一般の社
会的養護あるいは社会擁護の対象となる子ど
も以外においても通用するような概念を検討
しており、翻ってそれは現代日本社会におけ
る「子どもの自己決定とは何か」といったよ
うな文脈を暗に考えているということであ
る。

また、本ワーキングチームにおいては、以
下の表でわかるように国連子どもの権利委員
会の委員の大谷美紀子委員も弁護士として参
加しており、国連の勧告に関して、国連の勧
告を踏まえて、児童の意見表明権を保障する
仕組み、児童の権利を擁護する仕組みを作ろ
うとすることが重要視されている証左ではな
いだろうか。

これまで、日本の子どもの権利を取り巻く
体制において、世界から非難を浴びていた。
子どもの権利条約への批准は1994年になされ
ているが、2009年には、「児童の代替的養護
に関する国連指針」及び2010年の「子どもの

権利委員会総括所見（第3回）」における勧告
が、わが国の社会的養護の施策を国際的な基
準で捉えることの契機になっている。吉田に
よれば、これらはいずれも「子どもの権利条
約」における児童の代替的養護、すなわち社
会適養護に関する規定である第20条を改めて
強調し、わが国において脱施設化を促す内容
を含んでいた3 ）。

国連・子どもの権利委員会では、2019年に
おいても「2016年の児童福祉法改正規定が子
どもの意見の尊重に言及していること、およ
び、家事事件手続法が諸手続における子ども
の参加に関わる規定を統合していることには
留意しながらも、委員会は、自己に関わるあ
らゆる事柄について自由に意見を表明する子

https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/
000760771.pdf（2021年8月31日閲覧）

表1　  子どもの権利擁護に関するワーキングチーム 
構成員名簿
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どもの権利が尊重されていないことを依然と
して深刻に懸念する」と指摘されている4 ） 。
つまり、日本においては、子どもの当事者と
しての参加は意見表明の支援が不十分である
と指摘されており、国連・子どもの権利委員
会の勧告を踏まえて、「子どもの権利擁護に
関するワーキングチーム」でも度々に国連の
条文についての言及がある。

3．  「 子どもの権利擁護に関するワーキン
グチーム」の議事録の分析からみる
「子どもの最善の利益」とは何か

「子どもの権利擁護に関するワーキングチー
ム」は、2019年12月19日から2021年5月27日ま
で全11回で行われた会議5 ）6 ）7 ）8 ）9 ）10）11）12）13）

であり、厚生労働省の子ども家庭局が管轄し
ている。実質1回～9回で専門委員がそれぞれ
の立場から議論しており、10回、11回はそれ
を取りまとめた回となっている。それゆえ本
論の分析対象としては、議事録の1回～9回が
その対象となる。前述したように、今回のワー
キングチームには、国連の指摘が大きく影響
しており、それを反映したような議論内容に
なっている。全体的な、子どもの権利擁護に
関しての概略は、コミッショナー、オンブズ
マンと言われる国内の人権機関が必要だとい
う議論がベースにあり、そのなかでどのよう
に早急かつ迅速に実行力のある形で子どもの
最善の利益が確保されるのかということにつ
いて議論がなされている。

会議の言説をみてみると、「意思表明権」
と「自己決定権」そして「子どもの最善の利
益」と折り重なり、委員たち自身はジレンマ
的状況を呈している。この点に関する議論の
位相について以下、委員たちの発言について
抽出しつつ分析していく。まず、弁護士であ
る大谷委員の発言を引用する。

大谷構成員：国連の子どもの権利委員会では、
子どもが意見を聴かれる権利についての一般
的意見というのを採択しているのですが、そ
の中で、子どもが意見を聴かれる権利という
のを個別の子どもに関わる場で聴かれなけれ
ばいけない権利と、それから、集団的に今話
しているシステムアドボカシーという言葉を
私たちはふだん使っていないのですが、集団
としての子どもたちが意見を聴かれる権利と
いうふうに整理をしています。その後のほう、
今ここではシステムアドボカシーという言葉
でみんなで話している話 に関しては、まさ
にそれを継続的に効果的にしていくために
は、その仕組みづくりそのものが必要ですし、
その仕組みに対しての支援、財政的な支援も
含めてというのを国がやらないと結局それは
うまくいかないという認識の下に、国に対し
てそのような効果的なメカニズムづくり、仕
組みをつくること、それから、それに対して
支援をすることの必要性の勧告をしていま
す9 ）。
大谷構成員：子どもの権利条約では、子ども
の意見表明権というのは子どもの自己決定権
とは違うという考え方でいまして、まさに3
条の子どもの最善の利益というのは、決定を
行うのは国の機関であったり、言ってみれば
大人であるというか、子ども以外の人が決定
を行うので、だからこそ子どもの最善の利益
を主たる考慮としなければいけないし、12条
で子どもの意見を必ず聞かなければいけない
と理解しています。確かに子どもの最善の利
益が何なのかということは重要なのですが、
これが子どもの最善の利益であることは間違
いないし、かといって、意思決定権は誰にあ
るという理解で話しているかというと、条約
の考え方ではそこは意思決定機関という理解
で話していますので、もしそこについて理解
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が違うようだったら、この外でも構いません
ので少し議論をさせていただきたいなと思い
ましたので発言させていただきました13）。

しかしこの発言に対して、堀委員は以下の
ように指摘している。

堀構成員：ある児童館で、子どもたちも参加
をしていて、子どもの最善の利益という話が
出たときに、子どもたちから「子どもの最善
の利益は誰が決めるのですか。大人が決める
のですか」というような発言があった。そこ
でみんな絶句してしまったということがあっ
たのです。ですから、最善の利益を決定して
いくためには、子どもの意見がきちんと聞か
れて、それがしっかりと反映されていかなけ
れば最善の利益になっていかないという意味
では、この最善の利益というものと意見表明
というものは決して矛盾や対立するものでは
なくて、両者が一体的なものというか統合さ
れたものになっていかなければならないと思
います13）。

堀構成員：意見表明権と最善の利益の関係に
ついてです。これも大変重要な論点だと思う
のですが、最善の利益が中核にあることにつ
いてはおっしゃるとおりだと思うのですけれ
ども、権利条約において、12条で子どもの意
見表明権は考慮されるということは保障され
ていますが、実現されるところまでが保障さ
れているわけではありません。ということに
なると、子どもの意見は考慮するという名目
の下に実質的には却下されるといったことも
起こり得るので、それに対して真の意味で子
どもの権利が考慮された上で、最善の利益に
基づく決定がなされるということを担保する
ことが必要です6 ）。

大谷委員のように国連の意見表面権利をそ
のままに日本の体制とすることに対しても抗
いが見られている。厳密にいえば、子どもの
意見表面権は子どもの自己決定権とは違うと
いう議論をしている。また子どもの最善の利
益とは、意見を聞いた国なり自治体側が最終
判断として決定する（せざるを得ない）ので
あり意思決定は意思決定機関によりなされる
と指摘している。しかし、堀委員としては、
児童館でのエピソードも織り交ぜながら最終
的には国連の勧告を掘り下げ、最終決定とし
て子 どもの最善の利益を実現出来るというと
ころまで担保しなければならないと指摘して
いる。また、池田委員のように、子ども自身
で、行 政や施設に対して意見を聞く仕組みそ
のものが現状では整っておらず、現実として
子どもが当事者として権利を訴えることが困
難だという指摘もある。

池田構成員：行政不服審査法に基づく審査請
求の話に、ちょっとまた戻ってしまって恐縮
なのですけれども、それについて、子ども自
身が、申立てができるという御説明を事務局
からいただきました。私も、そうであるべき
だろうと思っています。ただ、現実、今の状
況ですと、法律上もそこを制限されていない
わけですけれども、実際に行われているかと
いうと、やはり未成年者が親権者の法定代理
人によらずに、自ら不服審査を申し立てると
いうことはできていないように思います。実
際、私が見 聞きする中で、子どもを本人が
それをやったという話は、本当に少ないで
す11）。

池田委員も指摘しているが、現状では行政
不服審査法において、子どもが利用しにくい
制度設計になっていると指摘している。行政
不服審査は、期限も制限されており、使いづ
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らい状況であることは明白だろう。また、子
どもの自己決定に関して、子ども一人だけで
決定できる事柄はそれほど多くはない。それ
は、障害者における、意思決定支援と共通項
があると堀委員も指摘している。

堀構成員：障害者権利条約の中では、サポー
テッド・デシジョン・メーキングですね、支
援つき意思決定ということを求めていて、そ
して、これは意思決定、認知症とか障害者の
意思決定支援ガイドラインの中で、当然、意
思能力の制約のある人も支援を受けながら意
思決定をしていく、それを尊重するというこ
とは、当然のこととして書かれているわけで、 
子どもの場合も、あるいは障害児の場合も、
支援を受けながら意見表明していくとか、そ
ういった制度設計が、これは、求められてく
ると思います11）。

このように、子どもの意思決定において本
人だけではなく周囲との共同意思決定である
ということが、ここで確認されており、大谷
委員が意思決定機関での決定にあるのに対し
て、福祉系の出自の委員においては法律的な
整備のみならず、子どもに寄り添いつつ大人
や機関との共同意思決定を尊重し、そして実
効性のあるものにするべきだと述べているの
である。

しかし、このような共同意思決定は日本で
は子 どもの意見表明権に関する社会的コンセ
ンサスが未発達な部分がある。このままで本
当に子どもが自身で自己決定を行える環境が
整っているのだろうか。その点について、海
外での子どもの当事者団体が意思決定に関係
する問題を概観する。

4．  子どもの意見表明と当事者参加に対
する問題

現在、子どもの当事者参加については、米
国の実践で様々な軋轢やそれに対しての対抗
が指摘されている。永野咲14）によると、1. 正
当な「当事者は誰か」、2．利用される当事者
―「当事者参画」のアリバイ、3．コ ントロー
ルを共有する―当事者と支援者のパートナー
シップの3つを挙げている。

1．正当な「当事者は誰か」
ケアの受け手であった時期が「子ども」で

あったことで発言を責められたり疑われると
いったアダルティズムを付随する。さらに、
外野による「当事者比べ」で、当事者団体を
比べては「あの団体のようにやるべきだ」と
いった優劣をつけたりする14）。

2．  利用される当事者―「当事者参画」のア
リバイ

若者たちを「支援したい」と思うおとなた
ちが、自分たちの事業や支援を大きくするた
めに、当事者に語らせ、賛同する意見を言わ
せることも、よくある光景に思える。「当事
者参画」が推進され始めたために、アリバイ
やポーズをとる必要に迫られて、準備の出来
ていない望まない当事者に発言させることも
起こりうるかもしれない。こうした当事者の
消費は、当事者の声のトークン化と呼ばれ
る14）。

3．  コントロールを共有する―当事者と支援
者のパートナーシップ

トークン化への抵抗として、全米で活動す
る社会適養護の当事者団体ユース・アダルト・
パートナーシップでは、子ども・若者と大人
のパートナーシップを構築するためのトレー
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ニングが行われている。ユース・アダルト・
パートナーシップでは、特に当事者と大人が
協働して何かを成し遂げるためのパートナー
シップのためには、当事者の若者と大人がコ
ントロールを対等に共有している状況が最適
な状況だと考えられている。この「共有され
たコントロール」にたどり着くためには、お
となと子ども・若者がそれぞれエンパワメン
トされることが必要であるが、多くの場合、
若者たちがエンパワメントされていくという
ことで、おとなや専門家と対等な立場になっ
ていくということを意味する14）。

つまり、欧米の子どもの意思決定にかかる
場面では、正当な当事者探しアリバイを作る
ことがされており、子どもを参加させ大人の
言う通りにさせたり、当事者団体を比較して
子どもの声の多様性を縮減させようとする力
学が働いてしまっているのである。

永野も指摘しているが、お互いに自由な立
場を維持するためにはお互いにコントロール
を共有している状況を作り出す必要があると
いう14）。

子どもの意見表明権といっても、子どもが
安全にかつ十分に意見を表明出来る環境の問
題で様々に課題を抱えている。このような状
況は、2017 年に発表された「新しい社会的
養育ビジョン」にも社会的養護の施設から里
親への転換方針があり、より環境が拡大して
いる状況にあるといえる。これまでは、施設
ケアが中心であり、施設での専門職や児童相
談所などの施設を中心に考えれば済む問題で
あったものが、里親や地域の保育施設や学校
など専門職の介入範囲の外縁が拡大されてい
る状況といえる。つまり、専門職や専門職以
外の人々の家族や子どもに関する介入がより
高度なレベルで進展していっている状況にあ
る。

 5．議事録から読み取れる特異点

これまで1節から4節まで「子どもの権利擁
護に関するワーキングチーム」の議論つまり、
大谷構成員、池田構成員、堀構成員の意見や、
そして永野構成員の報告を概観してきたが、
これらは単に、対比や類比にとどまる議論で
はない。これらの議論は、より一般的に家族
社会学の議論にも通底する要素がある。つま
り、大谷構成員の議論においては、「統治論」
が避けられない社会的事実としてせりだして
くるのに対して、池田・堀構成員はあくまで
支援論的な福祉的アプローチになると、「援
助論」としての側面が反映されている議論に
なっている。

つまり、大谷構成員は、あくまで子どもの
最善の利益を担保しようとするならば、「意
思決定権を意思決定機関でシステム的に担保
せよ」という議論はどうしても専門家システ
ムが前提とせざるを得ないことを示唆してい
る。これは、家族社会学的な議論でいえば近
代の社会的な編成をする上での社会的事実の
議論であり、価値にコミットする議論ではな
いのである。つまり、個別の子どもたちの自
己決定権というときに、国家としてどのよう
に集団として統治するかという議論なのであ
る。子どもたちを思い通りに動かそうという
ようなことではなく子どもの権利を国家シス
テムとして守る仕掛けとして最 終的には国や
自治体といったシステムレベルで担保すべき
ことであるという議論をしている。その一方
で、池田構成員と堀構成員においては、個々
の「子ども」という当事者の当事者参加が重
要だと指摘されているが、内田17）も述べる
ように、これらの議論は余計に、専門家シス
テムの一端を担う議論に加担してしまう可能
性を秘めているのである。

よ って、「子どもの権利擁護に関するワー
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キングチーム」の構成員の意見は、家族社会
学の仲立ちあるいは、解釈が必要になる議論
であろうと私は考える。つまり、子どもの自
己決定において「子どもの当事者の参加」あ
るいは「子どもの意見表明」は重要な考え方
だけれども、ナイーヴにそれを指摘するので
はなく、統治論と援助論のどちらの議論にも
着目しつつ実質的に子どもの自己決定権を担
保していくという方向性が必要なのではない
だろうか。また、国家や自治体の最終決定が
仕組みの上で避けられない議論であるとして
も、もう少し議論が必要なのではないだろう
か。つまり、我々は積極的に家族社会学に関
する子どもの自己決定の議論と「 子どもの権
利擁護に関するワーキングチーム」での大谷
構成員や池田・堀構成員の議論において両者
の対立を止揚し、国家がどこまで、何に対し
て、どのように介入すれば、子どもの最善の
利益に資するのかと言う事を両者の議論から
紐解く必要があると考える。以下に、家族に
対する介入における議論を概観する。

6．虐待を通した「家族への介入」の議論

児童虐待に対する社会福祉にかかわる専門
職の介入については、これまで家族社会学に
おいて様々な議論がなされている。まず、家
族社会学の古典として、ドンズロ（1991）の
議論が子どもや家族へのソーシャルワーカー
の介入についての議論がある。以下ドンズロ
の議論が、子どもへのソーシャルワーカーの
介入について引用する。

ソシアルワーカーは、20世紀の初めには、
ほんの周辺的存在にすぎなかったが、社会全
体の文明化という使命のなかで徐々に教師の
代わりになり、教師の特権を継承したので
あって、そのことは調査によって明らかに

なっている。～中略～彼らの統一性、制度面
での同質性は、教師の集団よりも大きくない。
彼らは一つだけの制度と結びついているので
はなく、すでにあった司法・福祉・教育の装
置に付録のようにつながっている。多くの
場所に分散して登録されている彼らは逆に、
≪最も恵まれない階級≫のひとたちをまとめ
るような介入の領域によって、統合されてい
る。彼らは、こうした社会階層内部において、
特権的な目的を目指している。それは、2つ
のかたちでの子どもの病理学である。ひとつ
は、望ましい養育・教育のいかなる配置も受
けていない、危機にさらされている子どもで
あり、もうひとつは、非行に走る危険な子ど
もである。ソシアルワークのあらゆる新しさ、
あらゆる近代性はそこにあるだろう。つまり、
子どもの問題に対する関心の増大、抑圧や慈
善についてそれまでの態度の反省、慈善とい
う善意を効果的な方法の探求に置き換えるこ
とになるが、法的な制裁よりも理解を求める
ことに重点を置いた、境界のない教育への要
求の増大、それらにおいてあらゆる近代性が
ある15）。

古典的な家族社会学の議論ではあるが、ド
ンズロの指摘は、現代でも家族社会学者たち
の議論で重要な視点になっている。たとえば、
天田城介もドンズロを引きつつ以下のように
指摘している。

「社会的なもの」が「親権」「子どもの権利」
「ニーズ」「被害者保護」等々の名のもとに介
入する形で家族は再編されており，その意味
で専門家とは社会的チャンネルを通じて家族
を再編していくエージェントであるのだ。指
摘するまでもないが、こうした「社会的なも
の」による統治性論は家族社会学において極
めて重要な研究の一つである．その一方で，
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教育学や社会福祉学や臨床心理学などの各種
領域において，あるいは社会学における個別
のそれぞれの研究においては専門家による家
族支援の重要性が提唱される。このように社
会的チャンネルを通じて家族を編成するエー
ジェントとしての専門家に対して社会学的評
価は、一方では「専門職による統制・統治論」
として言及されるが、他方では「専門職によ
る支援・実践論」として語られるといった“股
裂き状況”にあるのだ。もちろん、どちらか
の立ち位置を選択しなければならないという
ことはない。とはいえ、このように専門家に
よる家族への介入をめぐる社会学にはこうし
た社会学的評価をどのようにくだすのかをめ
ぐる難しさを孕んでいるのである16）。

天田も指摘しているように、現状の子ども
家庭福祉は、「専門職による統制・統治論」
か「専門職による支援・実践論」と、併存さ
れて論じられている現状にある。天田は、こ
れらどちらの議論の一方が正しいわけではな
く、どのような文脈に個別具体的な介入があ
るのかを微細に解明明することで社会的な評
価が可能になると指摘している16）。

また、松木も、家族社会学的評価は役に立
つことのみ、応用することのみであってはな
らないと自戒している8 ）。

子どもの「最善の利益」は、時に統治論と
して弊害も同時に抱えている。それは、子ど
もの権利を訴えることで、国家による介入が
隠蔽される部分もあるからである。ソーシャ
ルワーカーが国家や社会が家族への介入を巧
妙な形で行っているということはドンズロ・
天田の議論で明らかであるが、内田によると、

「子どもの最善の利益」は、それ自体が専門
家主義であると指摘している。それゆえ、児
童虐待への介入の視点である「子どもの最善
の利益」を考えるとき、専門家が慎重になる

べきだとして以下のように辛辣に指摘してい
る。

大人の主張よりも子どもの声を優先させる
という Children First の理念は、攻撃・放置
の発見と解決に大きな前進をもたらしてきた
考え方である。しかし Children First の名の
もとに、もう1つの介入が可能となっている
ことを見逃してはならない。たとえば、保護
者からの懲罰的な攻撃・放置を保護者・子ど
もともどもが、やむをえない行為、正当な行
為とみなしている時、それは保護者・子ども
にとっては「虐待」（「やってはならない」「あっ
てはならない」という価値を含んだもの）で
はない。だが専門家にとってそれは容認され
ざる「虐待」である。

また、実際に攻撃・放置がおこなわれてい
るとしても、子どもは介入者に対して「親は
何もしていない」と言うことが知られている。
この場合、子どもの主張は退けられ、専門家
は実際に攻撃・放置があると主張し、それを

「虐待」と定義づけ、禁止の対象とする。じ
つは Children First に基づく「虐待」の判定
は、子どもの主張を参照することもあれば、
しないこともある。保護者の行為を最終的に

「虐待」かどうか判断するのは、専門家であ
る。専門家は「子どもの最善の利益を知って
いる」のであり、だからこそ、保護者でも子
どもでもなく専門家が、判定の権限を占有す
る”Children First”のもとで展開している
のは、じつは”Professionals First”（専門家
最優先）なのである17）。

内田によれば、「虐待」の定義づけや判定
が、「子どものため」という正義から語られ
るがゆえにいっそう、その正義の裏側に隠れ
ている問題はなかなかみえてこないと指摘9 ） 
している。児童虐待は　「やってはならない」
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「あってはならない」と意味づけられること
で、攻撃・放置ははじめて「虐待」となる。
虐待を防止する活動とは、その「やってはな
らない」「あってはならない」行動を防ごう
とする営みである。それゆえ虐待防止は、つ
ねに正義の活動として「聖性を強く帯びた」
性質をもっている17） 。

内田がいうように、虐待に関して絶対に
あってはならないとし、予防的に関わること
で当事者の複雑な環境構成を隠蔽してしまう
現象があることを忘れてはならない。

子どもの権利擁護に関しても、専門家が当
事者の意見表明権を担保する方向性では進ん
でいるが、その意見表明を取捨選別し、何が
本当の意見なのかを選択するのは専門家であ
ることを忘れてはならないだろう。その意味
で、前述した大谷委員の最終的に子どもの最
善の利益を決定するのは、意思決定機関であ
るという指摘はこういった家族社会学の議論
からしても間違ったものではない。意見表明
権を第3者機関たるコミッショナー等で保障
するとしても、こうしたドンズロ・天田・内
田らの指摘に対して、子どもたる当事者の意
思決定に対しての批判になりえていないのが
現状である。何故なら、第3者の機関も専門
家のシステムの一部だからであり、子ども本
人ではないからである。

また、家族に対する介入するシステムの存
在を社会福祉の支援論の枠組みからも黙殺し
ているわけではなく、武石・山縣らの研究に
よれば、家族社会学の知見を応用するような
議論もでてきている。家族社会学の指摘は、
今日の家庭養護志向に内在する構造的課題、
規範的課題が顕在化し、近代家族的特徴が優
位になった場合に、パーマネンシー保障や子
育ての安定化という家庭養護の特長が後景化
する危険性を明示している。すなわち、現状
の家庭養護のままでは、最適な子育て環境と

しての絶対性を求めることはできない。家庭
養護志向に内在する近代家族との親和性を
もって近代家族志向と論判するには、議論の
余地があるものの、子どもの権利を最大限に
保障するための家庭養護を構築するうえで
は、近代家族との親和性を指摘する家族社会
学の議論をなおざりにすることは出来ないと
指摘しているが18） 、その一方で、天田の言
う支援論の文脈で国連の勧告を鑑み以下のよ
うに指摘している。

家庭養護志向は、子どもの権利条約の理念
に基づく社会的養護の構築を要求されてきた
国際動向を踏まえながら、国家的方針として
打ち出されたものであり、容易に反故にする
ことはできない18）。

つまり、家族社会学を援用し、日本におけ
る家庭養護志向に対して「家族主義」や「実
子主義」をもとに、家庭養護志向を「近代家
族」に親和性のある子育て環境を追求する「近
代家族の擬制」として問題視する議論が展開
されていた。しかし、国連の方針を反故にす
ることも出来ないとしている。彼らは、家族
社会学の批判への解決策を社会的養護に関わ
るアクターを並列化し、生育家族に負担が集
中しない養育環境を整備すること18） に求め
ているが、ならば、個別具体的にどのように
養育環境の整備をするかが重要になるのでは
ないだろうか。というのも、環境次第では家
族に負担を強いるような整備構築をしてしま
う可能性もある。
「子どもの権利擁護に関するワーキング

チーム」の議事録においても、子どもの最善
の利益についてどう担保するかが問われてい
る。支援優先の専門家中心の子どもの最善の
利益の担保について、形式的上の意思表明権
利や自己決定権について警戒をしている様子
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が伺われており、統治論・支援論を超えて結
節点を模索している契機が見て取れる。

まとめ

本論では、近年の子どもの最善の利益とい
う概念がどのように担保されていくのかを

「子どもの権利擁護に関するワーキングチー
ム」の議論を対象に、統治論と支援論がどの
ように交錯しているのかを、家族社会学の批
判的考察から分析を行った。
「子どもの権利擁護に関するワーキング

チーム」の議論は、専門職による統制・統治
的な側面も委員により意識されつつ、専門職
による支援も同時に目指していることが明ら
かになったように思われる。

まず国連の勧告について意見表明権を担保
する必要はあり、そのための機関も必要だと
いう。一方で、意見表明を担保すればそれだ
けで十全に子どもの最善の利益を担保できる
かと言えばそうではなく、子どもが当事者の
語りとして専門家の都合の良いように利用さ
れる懸念や、家族という制度そのものが持つ
危うさを「子どもの権利擁護に関するワーキ
ングチーム」の委員も同様に懸念しているこ
とが明らかになった。つまり、国や体制側と
しても里親や社会擁護を担保し子どもの意見
表明権を担保すれば子どもの最善の利益を担
保出来るとは考えていないことがわかる。形
式的に子どもに対して「意見を聞きました」
と聞いて終わりとすることではなく、具体的
な自己決定場面においても共同的な自己決定
や継続的にかかわっていくことが重要である
ことを示唆していると同時に家族に対する介
入において形式的な面ならず実質的に子ども
の自己決定を尊重することが重視されている
といえよう。
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